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議案第４５号  

羽生市給水条例の一部を改正する条例  

 羽生市給水条例（平成１０年条例第１３号）の一部を次のように改

正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するとき

は、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３）  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改 正 後  改 正 前  

（趣旨）  （目的）  

第１条 この条例は、本市水道事業の

給水についての料金及び給水装置工

事の費用負担その他の供給条件並び

に給水の適正を保持するため必要な

事項を定めるものとする。  

第１条 この条例は、本市水道事業の

給水についての料金及び給水装置工

事の費用負担、その他の供給条件並

びに給水の適正を保持するため必要

な事項を定めることを目的とする。  

（給水装置の種類）  （給水装置の種類）  

第４条 給水装置は、次の２種類とす

る。  

第４条  給水装置は次の２種類とす

る。  

（１）・（２） （略）  （１）・（２） （略）  

（専用給水装置の用途区分）  （専用給水装置の用途区分）  

第５条 専用給水装置の用途区分は、

次のとおりとする。  

第５条 専用給水装置の用途区分は次

のとおりとする。  

（１） 次号及び第３号に属しない

ものに使用するもの  

（１） 本条第２号及び第３号に属

しないものに使用するもの  

（２） 湯屋営業用 一般公衆浴場

に使用するもの又はこれと一般用

とを併用するもの  

（２） 湯屋営業用 一般公衆浴場

に使用するもの、又はこれと一般

用とを併用するもの  

（３） 臨時用 建設工事その他臨

時に使用するもので、使用期間が

１年以内のもの  

（３） 臨時用 建設工事、その他

臨時に使用するもので、使用期間

が１年以内のもの  

（工事の施工）  （工事の施行）  
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第８条 給水装置工事は、市長又は市

長が法第１６条の２第１項の指定を

した者（以下「指定給水装置工事事

業者」という。）が施工する。  

第８条 給水装置工事は市長又は市長

が法第１６条の２第１項の指定をし

た者（以下「指定給水装置工事事業

者」という。）が施行する。  

２ 指定給水装置工事事業者が給水装

置工事を施工する場合は、あらかじ

め市長の設計審査（使用材料の確認

を含む。）を受け、かつ、工事竣工

後に市長の工事検査を受けなければ

ならない。  

２ 指定給水装置工事事業者が給水装

置工事を施行する場合は、あらかじ

め市長の設計審査（使用材料の確認

を含む。）を受け、かつ工事竣工後

に市長の工事検査を受けなければな

らない。  

（給水管及び給水用具の指定）  （給水管及び給水用具の指定）  

第９条 （略）  第９条 （略）  

２ 市長は、指定給水装置工事事業者

に対し配水管に給水管を取り付ける

工事及び当該取付口からメーターま

での工事に関する工法、工期その他

の工事上の条件を指示することがで

きる。  

２ 市長は、指定給水装置工事事業者

に対し、配水管に給水管を取り付け

る工事及び当該取付口からメーター

までの工事に関する工法、工期、そ

の他の工事上の条件を指示すること

ができる。  

３ （略）  ３ （略）  

（工事費の算出方法）  （工事費の算出方法）  

第１０条 給水装置工事の工事費は、

次に掲げる費用の合計額に消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）の規

定により算出された消費税の額及び

地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）の規定により算出された地方消

費税の額を合算した額とする。この

場合において、１０円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り捨て

るものとする。  

第１０条 給水装置工事の工事費は、

次 の 各 号 に 掲 げ る 費 用 の 合 計 額 に

１００分の１０８を乗じて得た額と

する。この場合において、１０円未

満の端数が生じたときは、これを切

り捨てるものとする。  

（１）～（４） （略）  （１）～（４） （略）  

２ 前項各号に定めるもののほか、特

別の費用を必要とするときは、その

費用を加算する。  

２ 前項の各号に定めるもののほか、

特別の費用を必要とするときは、そ

の費用を加算する。  

（給水の原則）  （給水の原則）  

第１２条 給水は、非常災害、水道施

設の損傷、公益上その他やむを得な

い事情及び法令又はこの条例の規定

による場合のほか、制限し、又は停

止することはない。  

第１２条 給水は、非常災害、水道施

設の損傷、公益上その他やむを得な

い事情及び法令又はこの条例の規定

による場合のほか、制限又は停止す

ることはない。  
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２ 前項の給水を制限し、又は停止し

ようとするときは、その日時及び区

域を定めて、その都度これを予告す

る。ただし、緊急やむを得ない場合

は、この限りでない。  

２ 前項の給水を制限又は停止しよう

とするときは、その日時及び区域を

定めて、その都度これを予告する。

ただし、緊急やむを得ない場合は、

この限りでない。  

３ 第１項の規定による給水の制限又

は停止のため損害を生ずることがあ

って も、 市は 、そ の責 め を 負わ な

い。  

３ 第１項の規定による給水の制限又

は停止のため損害を生ずることがあ

っても、市はその責を負わない。  

（給水装置の所有者の代理人）  （給水装置の所有者の代理人）  

第１４条 給水装置の所有者が市内に

居住しないとき又は市長において必

要があると認めたときは、給水装置

の所有者は、この条例に定める事項

を処理させるため、市内に居住する

者のうちから代理人を選定し、市長

に届け出なければならない。代理人

を変更し、又はその住所を変更した

ときも、また同様とする。  

第１４条 給水装置の所有者が、市内

に居住しないとき、又は市長におい

て必要があると認めたときは、給水

装置の所有者は、この条例に定める

事項を処理させるため、市内に居住

する者のうちから代理人を選定し、

市長に届け出なければならない。代

理人を変更し、又はその住所を変更

したときも、また同様とする。  

（メーターの設置）  （メーターの設置）  

第１５条 （略）  第１５条 （略）  

２ （略）  ２ （略）  

３ メーターの位置が管理上不適当と

なったときは、市長は、所有者又は

使用者の負担において、これを変更

し、又は改善させることができる。  

３ メーターの位置が管理上不適当と

なったときは、市長は所有者又は使

用者の負担において、これを変更、

改善させることができる。  

４ 市長は、使用水量を計量するため

に特に必要があると認めたときは、

受水タンク以下の装置に市のメータ

ーを設置することができる。  

４ 市長は使用水量を計量するために

特に必要があると認めたときは、受

水タンク以下の装置に市のメーター

を設置することができる。  

（メーターの貸与）  （メーターの貸与）  

第１６条 （略）  第１６条 （略）  

２ （略）  ２ （略）  

３ 保管者が前項の管理義務を怠った

ために、メーターを亡失し、又は毀

損した場合は、その損害額を弁償し

なければならない。  

３ 保管者が前項の管理義務を怠った

ために、メーターを亡失又はき損し

た場合は、その損害額を弁償しなけ

ればならない。  

（水道の使用開始、中止、変更等の

届出）  

（水道の使用開始、中止、変更等の

届出）  

第１７条 水道使用者等は、次の各号 第１７条 水道使用者等は、次の各号
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のいずれかに該当するときは、あら

かじめ市長に届け出なければならな

い。  

のいずれかに該当するときは、あら

かじめ市長に届け出なければならな

い。  

（１） （略）  （１） （略）  

（２） 給水装置を料率の異なる用

途に使用するとき。  

（２） 給水装置を料率の異る用途

に使用するとき。  

（３） （略）  （３） （略）  

２ （略）  ２ （略）  

（私設消火栓の使用）  （私設消火栓の使用）  

第１８条 私設消火栓は、消防又は消

防の演習の場合のほか、使用しては

ならない。  

第１８条 私設消火栓は、消防又は消

防の演習の場合のほか使用してはな

らない。  

２ （略）  ２ （略）  

（水道使用者等の管理上の責任）  （水道使用者等の管理上の責任）  

第１９条 水道使用者等は、善良な管

理者の注意をもって、水が汚染し、

又は漏水しないよう給水装置を管理

し、異状があるときは、直ちに市長

に申し出なければならない。  

第１９条 水道使用者等は善良な管理

者の注意をもって、水が汚染し、又

は漏 水し ない よう 給水 装置 を管 理

し、異状があるときは、直ちに市長

に申し出なければならない。  

２～４ （略）  ２～４ （略）  

（給水装置及び水質の検査）  （給水装置及び水質の検査）  

第２０条 市長は、給水装置又は供給

する水の水質について水道使用者等

から検査の請求があったときは、検

査を行い、その結果を請求者に通知

する。  

第２０条 市長は、給水装置又は供給

する水の水質について、水道使用者

等から検査の請求があったときは検

査を行い、その結果を請求者に通知

する。  

２ （略）  ２ （略）  

（料金の支払義務）  （料金の支払義務）  

第２１条 水道料金（以下「料金」と

いう。）は、水道の使用者から徴収

する。  

第２１条 水道料金（以下「料金」と

いう。）は水道の使用者から徴収す

る。  

（料金）  （料金）  

第２２条 料金は、次の表により算定

した基本料金及び超過料金の合計額

（この場合において、１０円未満の

端数を生じたときは、その端数金額

を切り捨てる。）に消費税法の規定

により算出された消費税の額及び地

方税法の規定により算出された地方

第２２条 料金は、次の表により算定

した基本料金及び超過料金の合計額

（この場合において、１０円未満の

端数を生じたときは、その端数金額

を切り捨てる。）に１００分の１０８

を乗じて得た額とする。この場合に

おいて、１０円未満の端数が生じた



 

5 

消費税の額を合算した額とする。こ

の場合において、１０円未満の端数

が生じたときは、その端数を切り捨

てるものとする。  

とき は、 その 端数 金額 を切 り捨 て

る。  

給水装

置の種

別  

料率  

 

 

 

用途  

基本料金１か

月につき  

超過料金

１か月あ

たり１立

方メート

ルにつき  

水量  料金  

専用給

水 装

置・私

設消火

栓  

（略） （略）  （略）  （略）  

 

給水装

置の種

別  

料率  

 

 

 

用途  

基本料金（１

カ月につき）  

超過料金

１立方メ

ートルに

つき  

 

水量  料金  

専用給

水 装

置・私

設消火

栓  

（略） （略）  （略）  （略）  

 

（使用水量の計量）  （使用水量の計量）  

第２３条 （略）  第２３条 （略）  

２ 使用水量に１立方メートル未満の

端数があるときは、その端数は、次

の検針に繰り越して計量する。  

２ 使用水量に、１立方メートル未満

の端数があるときは、その端数は、

次の検針に繰り越して計量する。  

３ （略）  ３ （略）  

（使用水量の認定）  （使用水量の認定）  

第２４条 市長は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、使用水量を認

定する。  

第２４条 市長は次の各号のいずれか

に該当するときは、使用水量を認定

する。  

（１）・（２） （略）  （１）・（２） （略）  

（料金の算定）  （料金の算定）  

第２５条 料金は、隔月ごとの定例日

（料金算定の基準日として、あらか

じめ 市長 が区 域別 に定 めた 日を い

う。）にメーターの検針を行い、そ

の日の属する月分及びその前月分と

して各月均等の水量とみなしてこれ

を算定する。ただし、やむを得ない

理由があるときは、定例日以外の日

に検針を行うことができる。  

第２５条 料金は、隔月ごとの定例日

（料金算定の基準日として、あらか

じめ 市長 が区 域別 に定 めた 日を い

う。）にメーターの検針を行い、そ

の日の属する月分及びその前月分と

して、これを算定する。ただし、や

むを得ない理由があるときは、定例

日以外の日に検針を行うことができ

る。  

（特別な場合の料金算定）  （特別な場合の料金算定）  

第２６条 月の中途において、水道の

使用を開始し、中止し、又は廃止し

たと きの 料金 は 、 次の とお りと す

る。  

第２６条 月の中途において、水道の

使用を開始し、中止し又は廃止した

ときの料金は次のとおりとする。  
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（１） 使用日数が１６日未満であ

って、かつ、使用水量が基本水量

の２分の１に満たないときは、基

本料金の２分の１の金額  

（１） 使用日数が１６日未満で、

かつ使用水量が基本水量の２分の

１に満たないときは、基本料金の

２分の１の金額  

（２） 使用日数が１６日以上の場

合又は使用水量が基本水量の２分

の１を超えたときは、１か月分と

して算定した金額  

（２） 使用日数が１６日以上の場

合、又は使用水量が基本水量の２

分の１を超えたときは、１月分と

して算定した金額  

（３） 水道の使用の中止又は廃止

の届出がないときは、これを使用

しないときでも基本料金を徴収す

る。  

（３） 水道の使用の中止、若しく

は廃止の届出がないときは、これ

を使用しないときでも基本料金を

徴収する。  

（水道加入金）  （水道加入金）  

第２８条 給水装置を新設しようとす

る者（メーターの口径を増径する場

合も含む。）は、水道加入金（以下

「加入金」という。）を納入しなけ

ればならない。  

第２８条 給水装置を新設しようとす

る者（メーターの口径を増径する場

合も含む。）は、次の表の定めると

ころにより水道加入金（以下「加入

金」という。）を納入しなければな

らない。ただし、メーターの口径を

増径する場合の加入金の額は、新口

径と旧口径に応ずる加入金の差額と

する。  

 メーター

の口径  

加入金の額  

１ ３ ミ リ

メートル  

１１８，８００円  

２ ０ ミ リ

メートル  

２３７，６００円  

２ ５ ミ リ

メートル  

４７５，２００円  

４ ０ ミ リ

メートル  

１，４２５，６００円  

５ ０ ミ リ

メートル  

２，７３２，４００円  

７ ５ ミ リ

メートル  

６，８９０，４００円  

１ ０ ０ ミ

リ メ ー ト

ル  

１３，７８０，８００円 

１ ２ ５ ミ市長が別に定める。  
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リ メ ー ト

ル以上  
 

２ 加入金の額は、次の表に定める額

（メーターの口径を増径する場合に

あっては、次の表に定める新口径に

係る額と旧口径に係る額との差額）

に消費税法の規定により算出された

消費税の額及び地方税法の規定によ

り算出された地方消費税の額を合算

した額とする。  

 

メーター

の口径  

加入金の額  

１ ３ ミ リ

メートル  

１１０，０００円  

２ ０ ミ リ

メートル  

２２０，０００円  

２ ５ ミ リ

メートル  

４４０，０００円  

４ ０ ミ リ

メートル  

１，３２０，０００円  

５ ０ ミ リ

メートル  

２，５３０，０００円  

７ ５ ミ リ

メートル  

６，３８０，０００円  

１ ０ ０ ミ

リ メ ー ト

ル  

１２，７６０，０００円 

１ ２ ５ ミ

リ メ ー ト

ル以上  

市長が別に定める。  

 

 

３ 建設工事等のために給水装置を新

設しようとするもののうち、給水期

間が１年以内である場合は、加入金

の納入を要しない。ただし、水道料

金の用途区分は、臨時用とする。  

２ 建設工事等のために給水装置を新

設しようとするもののうち、給水期

間が１年以内である場合は、加入金

の納入を要しない。ただし、水道使

用料の用途区分は臨時用とする。  

（加入金の納入方法）  （加入金の納入方法）  

第２９条 （略）  第２９条 （略）  

２ 前項の規定により納入した加入金

は還付しない。ただし、給水装置工

事の申込みの取消し、設計の変更等

２ 前項の規定により納入した加入金

は還付しない。ただし、給水装置工

事の申し込み取り消し、設計の変更
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市長が特別の理由があると認めたと

きは、還付することができる。  

等市長が特別の理由があると認めた

ときは還付することができる。  

（手数料）  （手数料）  

第３０条 手数料は、次の区分により

指定給水装置工事事業者又は申込者

から申込みの際これを徴収する。た

だし、市長が特別の理由があると認

めたときは、申込み後徴収すること

ができる。  

第３０条 手数料は、次の各号の区分

によ り指 定給 水装 置工 事事 業者 又

は、申込者から申込みの際これを徴

収する。ただし、市長が特別の理由

があると認めたときは、申込み後徴

収することができる。  

（１）～（６） （略）  （１）～（６） （略）  

２ （略）  ２ （略）  

（料金、加入金、手数料等の軽減又

は免除）  

（料金、加入金、手数料等の軽減又

は免除）  

第３１条 市長は、公益上その他特別

の理由があると認めたときは、この

条例によって納付しなければならな

い料金、加入金、手数料その他の費

用を軽減し、又は免除することがで

きる。  

第３１条 市長は、公益上その他特別

の理由があると認めたときは、この

条例によって納付しなければならな

い料金、加入金、手数料その他の費

用を 軽減 又は 免除 する こと がで き

る。  

（給水装置の検査等）  （給水装置の検査等）  

第３２条 市長は、水道の管理上必要

があると認めたときは、給水装置を

検査し、水道使用者等に対し適当な

措置を指示することができる。  

第３２条 市長は、水道の管理上必要

があると認めたときは、給水装置を

検査し、水道使用者等に対し、適当

な措置を指示することができる。  

（給 水装 置の 基準 違反 に対 する 措

置）  

（給 水装 置の 基準 違反 に対 する 措

置）  

第３３条 市長は、水の供給を受ける

者の給水装置の構造及び材質が水道

法施行令（昭和３２年政令第３３６

号）第５条に規定する給水装置の構

造及び材質の基準に適合していない

ときは、その者の給水契約の申込み

を拒み、又はその者が給水装置をそ

の基準に適合させるまでの間、その

者に対する給水を停止することがで

きる。  

第３３条 市長は、水の供給を受ける

者の給水装置の構造及び材質が、水

道法施行令（昭和３２年政令第３３

６号）第５条に規定する給水装置の

構造及び材質の基準に適合していな

いときは、その者の給水契約の申込

みを拒み、又はその者が給水装置を

その基準に適合させるまでの間、そ

の者に対する給水を停止することが

できる。  

２ 市長は、水の供給を受ける者の給

水装置が指定給水装置工事事業者の

施工した給水装置工事に係るもので

ないときは、その者の給水契約の申

２ 市長は、水の供給を受ける者の給

水装置が、指定給水装置工事事業者

の施行した給水装置工事に係るもの

でないときは、その者の給水契約の
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込みを拒み、又はその者に対する給

水を 停止 する こと がで きる 。た だ

し、法第１６条の２第３項の厚生労

働省令で定める給水装置の軽微な変

更であるとき又は当該給水装置の構

造及び材質がその基準に適合してい

ることを確認したときは、この限り

でない。  

申込みを拒み、又はその者に対する

給水を停止することができる。ただ

し、法第１６条の２第３項の厚生労

働省令で定める給水装置の軽微な変

更であるとき、又は当該給水装置の

構造及び材質がその基準に適合して

いることを確認したときは、この限

りでない。  

（給水の停止）  （給水の停止）  

第３４条 市長は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、水道の使用者

に対しその理由の継続する間、給水

を停止することができる。  

第３４条 市長は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、水道の使用者

に対しその理由の継続する間、給水

を停止することができる。  

（１）・（２） （略）  （１）・（２） （略）  

（３） 給水栓を汚染のおそれのあ

る器物又は施設等と連結して使用

する場合において、警告を発して

も、なお、これを改めないとき。  

（３） 給水栓を、汚染のおそれの

ある器物又は施設等と連結して使

用する場合において、警告を発し

て も 、 な お 、 こ れ を 改 め な い と

き。  

（給水装置の切離し）  （給水装置の切離し）  

第３５条 市長は、次の各号のいずれ

かに該当する場合で、水道の管理上

必要があると認めたときは、給水装

置を切り離すことができる。  

第３５条 市長は、次の各号のいずれ

かに該当する場合で、水道の管理上

必要があると認めたときは、給水装

置を切り離すことができる。  

（１） （略）  （１） （略）  

（２） 給水装置が使用中止の状態

にあって、かつ、将来使用の見込

みがないと認めたとき。  

（２） 給水装置が使用中止の状態

にあって、かつ、将来使用の見込

がないと認めたとき。  

（過料）  （過料）  

第３６条 市長は、次の各号のいずれ

かに該当する者に対し、５万円以下

の過料を科することができる。  

第３６条 市長は、次の各号のいずれ

かに該当する者に対し５万円以下の

過料を科することができる。  

（１） 第６条第１項の規定による

承認を受けないで、給水装置を新

設し、又は改造した者  

（１） 第６条第１項の規定による

承認を受けないで、給水装置を新

設又は改造した者  

（２） 正当な理由がなくて、第１５

条第２項の規定によるメーターの

設置、第２３条第１項の規定によ

る使用水量の計量、第３２条の規

定による給水装置の検査又は第３４

（２） 正当な理由がなくて、第１５

条第２項の規定によるメーターの

設置、第２３条第１項の規定によ

る使用水量の計量、第３２条の規

定による給水装置の検査、第３４
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条の規定による給水停止を拒み、

又は妨げた者  

条の規定による給水停止を拒み、

又は妨げた者  

（３）・（４） （略）  （３）・（４） （略）  

（委任）  （委任）  

第４０条 この条例の施行に関し必要

な事項は、市長が別に定める。  

 

第４０条 この条例の施行に関し必要

な事項は、市長が定める。  

附 則  

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。  

令和元年６月２１日提出  

埼玉県羽生市長 河  田  晃  明    

 


